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武器輸出全面禁止原則を堅持し、平和国家を維持するよう求める意見書 

 

我が国は、世界唯一の戦争被爆国として、また平和主義を掲げる日本国憲法の理念に基

づき、国際紛争を助長させないための厳格な自制を貫いてきました。とりわけ国内におけ

る武器製造は、専守防衛のための最小限度に限定されるべきものであり、営利や国際協力

を名目とした武器の輸出は、平和国家としての根幹を揺るがす憲法違反の疑いがあるもの

として断じて認められてきませんでした。 

1967 年（昭和 42 年）に「武器輸出三原則」が確立され、1976 年（昭和 51 年）には事実

上の「武器輸出全面禁止」の原則が政府統一見解によって確立されました。この「武器を

送らない、武器で稼がない」という徹底した平和姿勢こそが、戦後日本の国際的な信頼と

安全を支える「平和の歯止め」でした。 

しかし政府は 2014 年の「防衛装備移転三原則」への転換を皮切りに、国際共同開発した

次期戦闘機の第三国輸出を容認するなど、この歴史的な制約を次々と取り払い、無効化さ

せてきました。高市早苗首相は２月 20 日の施政方針演説で、「５類型の見直しに向けた検

討を加速する」と表明しました。「５類型」が撤廃されたら、日本から輸出された戦闘機な

どが国際紛争で使用され、街を破壊し、命を奪うといった事態が起こりえます。武器の輸

出はいかなる理由があろうとも軍拡競争を助長し、悲劇を拡大させてしまうものです。 

２月 25 日にとりまとめられた自民党の提言案では、「我が国の安全保障上の必要性を考

慮して特段の事情がある場合」、紛争当事国にも殺傷兵器の輸出を認める可能性に言及して

おり、時の政府が「安全保障上の必要性」があると判断すれば、侵略戦争を行っている国

に日本が殺傷兵器を供与する可能性も排除されないことになります。国際社会の中で平和

国家としての日本の存在が、根幹から崩れ落ちることに繋がりかねません。 

よって、政府に対し、輸出可能な装備品の「５類型」撤廃をやめ、平和国家を維持する

よう強く求めます。  

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

令和８年３月 18 日 
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